【府民向け用紙】

教務事務補助員・非常勤補助員等の廃止に反対し、

制度の存続を求める要求書

大阪府が４月１１日に発表した「財政再建プログラム試案」は、人件費削減ため、府立学校に働く教務事務補助員・非常勤補助員等について、「０８年度末での事業廃止」を検討するとし、「０８年８月以降２０％縮減、０９年度全廃」をおこなうとしています。

また、これとあわせて時間講師についても「単価や総時間数の縮減」により「０８年８月から２０％縮減」をおこなうとしています。

「試案」は、「教務事務はＯＡ化の進展した現在は教員対応が可」「（実習教員・技術職員の）定数代替は、そもそも標準法を超過していた定数を削減した代替措置であり見直すべき」「時間講師については事務総量抑制の観点から縮減を求める」などとしています。

しかし、学校現場では、正規教職員の定数があいついで削減されるなか、教職員の多忙化が深刻な状況となっており、これらの非常勤職員が、ゆきとどいた教育をすすめる上で、教育活動をささえる存在ともなっています。しかも教務事務補助員・非常勤補助員の多くは、実態として何年にもわたってその学校の教育を担ってきた方々であり、解雇につながる制度の廃止は断じて容認できるものではありません。

　以上の理由から、下記について強く要求するものです。

記

一、府立学校の教務事務補助員・非常勤補助員等の廃止・縮減をおこなわず、

制度を存続させること

一、府立学校の時間講師の縮減をおこなわないこと

大阪府知事　橋下　徹 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００８年　４月

	氏　　　　名
	住　　　　　　所

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


取り扱い団体：大阪府立高等学校教職員組合（府高教）TEL（06）6768-2106　

